
（単位：千円） 

金  額 金 額

25,221 10,434

現 金 0 支 払 備 金 5,311

預 貯 金 25,221 責 任 準 備 金 5,123

1,449 8,927

その他の有形固定資産 1,449 19,688

5,042 5,112

ソ フ ト ウ ェ ア 5,042 未 払 金 4,090

3,412 預 り 金 1,023

24,523

未 収 金 6,230

前 払 費 用 980 18,000

そ の 他 の 資 産 17,313 8,487

11,000 繰 越 利 益 剰 余 金 8,487

26,487

70,648 70,648資 産 の 部 合 計

そ の 他 資 産

供 託 金

平成21年度 （平成22年3月31日 現在 ） 貸借対照表

（負債の部）

(純資産の部)

（資産の部）

科  目 科  目

現 金 及 び 預 貯 金

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

再 保 険 貸

保 険 契 約 準 備 金

代 理 店 借

再 保 険 借

そ の 他 負 債

純 資 産 の 部 合 計 26,487

負債及び純資産の部合計

44,161

資 本 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

負 債 の 部 合 計



（単位：千円） 

金　　　額

492,290

418,014

337,604

80,410

回 収 再 保 険 金 78,982

そ の 他 再 保 険 収 入 1,428

17

17

74,260

494,663

207,904

105,675

156

102,073

6,439

4,473

1,966

280,320

268,148

10,498

1,674

2,372

183

183

2,556

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 合 計

当 期 純 損 失

損益計算書

減 価 償 却 費

(自　　平成21年4月1日　　　至　　平成22年3月31日) 

2,372経 常 損 失

責 任 準 備 金 繰 入 額

事 業 費

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金 等

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

税 金

解 約 返 戻 金 等

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

経 常 収 益

保 険 料 等 収 入

科　　　　目

税 引 前 当 期 純 損 失

保 険 料

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用



個　別　注　記　表

Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１. 資産の評価基準及び評価方法

・ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法による原価法を採用しています。

２. 固定資産の減価償却の方法

・ 有形固定資産
　平成19年3月31日以前に事業の用に供したものは、旧定率法を採用しています。
平成19年4月1日以後に事業の用に供したものは、定率法を採用しています。
ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物については旧定額法を採用しています。
また、平成19年4月1日以後取得した建物については、定額法を採用しています。

・ 無形固定資産 定額法を採用しています。

３. その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

・ 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しています。

　
・ 責任準備金の積立基準 責任準備金の積立基準は、保険業法施行規則第211条の46

の規定に基づき算出した金額を計上しています。

Ⅱ． 貸借対照表に関する注記

・ 有形固定資産の減価償却累計額 17,514,231 円

Ⅲ． 株主資本等変動計算書に関する注記

・ 当該事業年度の末日における発行済株式の数 360 株

Ⅳ． 1株当たり情報に関する注記

・ １株当たり純資産額 73,574.96 円
・ １株当たり当期純利益 -7,099.33 円

Ⅴ. ソルベンシー・マージン比率 868.7 ％

自　平成２１年４月　１日
至　平成２２年３月３１日


